
はじめに

日本の医療を支える重要な存在として、自治

体病院の存在が指摘できる。自治体病院とは都

道府県や市に代表される地方自治体が運営する

病院であり、公立病院の中に含まれる病院であ

る。個々の病院によって規模や活動はさまざま

であるが、地域医療の中核的な存在を成してい

る場合も多い。

自治体病院の多くはその主たる目的である、

政策医療の実施を中心とした活動を行っている。

具体的には、救急医療や先端医療、採算性の低

い診療科の設置と維持などを行っている。救急

医療を例にとると、自治体病院は必要とされる

高額な医療機器や設備を備えると共に、救急医

療に対応できる人材等を揃えている。また最新

の技術や治療法、薬品を用いた医療、すなわち

先端医療の実施も行っている。さらに、私的病

院が収益性の点等から忌避することが多い診療

科に関して、自治体病院が当該診療科を設置し

て対応している。上記の諸点から、自治体病院

は都市部、地方を問わず、地域に欠くことので

きない存在となっている。

しかし、自治体病院は上記の諸点から、私的

病院と比較してより多くの費用が発生する傾向

が強い。それゆえに、自治体病院の損益情報で

は損失計上が恒常化している。損失は税金に基

づく補助金の投入等によって補填され、自治体

病院の活動と存続が継続されている。

自治体病院の損益情報を一般的な企業の経営

評価の視点から情報利用者が用いた場合、自治

体病院の多くは経営難に陥っていると判断する

であろう。そして、自治体病院に対しては、自

治体の財政状況悪化を主たる理由として、自治

体病院に対する税金の投入額を縮小するという

圧力が、自治体の首長や議会等から常に課せら

れてもいる。

また、地方自治体の財政状況悪化以外にも自

治体病院に対する税金の投入額を削減する外部

要因が存在しており、自治体病院の維持・存続

を脅かしている。自治体病院への税金の投入に

影響を及ぼす要因の具体例として、後述する

「公立病院改革ガイドライン」や私的病院の主

張するイコールフッティング論などが挙げられ

る。特に前者の「公立病院改革ガイドライン」

では、自治体病院にも企業の経営評価と同様の

評価指標を用いて経営評価を実施し、自治体病

院の経営健全化を図るという考え方が明示され

ている。そして、自治体病院に対して期間損益

面での業績向上を要求する、外部強制要因となっ

ている。

しかし筆者は、自治体病院に企業や私的病院

と同様の評価指標を用いて経営評価を行うこと

には問題があると、強く感じている。上記の考

え方に基づき、筆者は自治体病院に対する外部

の圧力、自治体病院の主たる目的、私的病院と

の差異、そして経営評価の指標として適切な情

報を作成・開示する際に有用と考えられる会計

面から対応を、本稿にて指摘するものとする。
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１. 自治体病院に対する圧力

１-１. 公立病院改革ガイドライン

政府による事業仕分けの実施以降、自治体病

院に対する税金の補助等、公的資金投入を減額

する圧力の増大が、顕著に見られるようになっ

た。自治体病院へ直接的な影響を有する代表例

としては、阿部政権下の 骨太の方針第７弾 に

相当する 骨太の方針2007 、正式には 経済財

政改革の基本方針 2007 に含まれる、 公立病

院改革ガイドライン が指摘できる１。同ガイド

ラインでは各公立病院に 公立病院改革プラン

の策定と実施を要求している。すなわち、自治

体病院は企業的な視点に基づく経営改善を、事

実上強制されているという見方が可能である。

公立病院改革ガイドライン には、公立病院

の目的として、「（２）公立病院の果たすべき役

割の明確化 公立病院をはじめとする公的医療

機関の果たすべき役割は、端的に言えば、地域

において提供されることが必要な医療のうち、

採算性等の面から民間医療機関による提供が困

難な医療を提供することにある」という文言が

記載されている２。

上記の引用文に示されているように、総務省

は公立病院の目的を「採算性等の面から民間医

療機関による提供が困難な医療を提供すること」

と明示している。しかし、同ガイドラインでは、

「経営の効率化」「再編・ネットワーク化」「経

営形態見直し」という３つを、公立病院改革プ

ランとして個別の公立病院に策定・実施するこ

とを要求している３。

特に第一の「経営の効率化」では、収益性の

追求を中心とした経営改善を、公立病院に要求

している。採算性の面で私的病院が実施するこ

とが困難な医療行為の実施を公立病院の目的で

あるとしながら、収益性の追求を公立病院に要

求する同ガイドラインに対して、筆者は疑問を

覚えざるを得ない。しかし、公立病院にとって

は実質的な外部強制要因である以上、従わざる

を得ないこともまた事実である。

収益性の改善では一般的な営利企業と同様に、

年次決算において利益を計上することを目標と

した経営改善を、自治体病院を含む公立病院に

促している。換言すれば、企業経営的な視点に

おいて経営不振と判断される公立病院は適切な

経営を行っていないと判断され、税金の投入に

よって活動の維持や組織としての存続の対象に

値しないという判断を下すということである。

すなわち、公立病院の損益情報をもとに運営母

体である県や市等、地方自治体の首長や議長が

判断を下した場合には、自治体病院に投入され

る税金の減額決定や、病院の規模・活動内容の

縮小といった要求がなされることになる。

同ガイドラインでは上記の文章の後に、「

「経済財政改革の基本方針2007について」（平成

19年6月19日閣議決定）において、社会保障改

革の一環として公立病院改革に取り組むことが

明記され、「総務省は、平成19年内に各自治体

に対しガイドラインを示し、経営指標に関する

数値目標を設定した改革プランを策定するよう

促す」こととされた。」と続けている４。
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１ 総務省の公立病院改革に関しては、以下のアドレスからこれまでの通知等を参照することが可能である。

http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/c-zaisei/hospital/hospital.html

また、総務省「公立病院改革ガイドライン」（平成19年12月24日付総務省自治財政局長通知）は2012年１月現在、

以下のホームページで参照することが可能である。

http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/c-zaisei/hospital/guidline.html
２ 公立病院ガイドライン 第１ 公立病院改革の必要性 ２ 公立病院改革の目指すもの（２）公立病院の果たすべ

き役割の明確化 の文頭に、注2に引用した文章が記載されている。
３ 公立病院ガイドライン ３公立病院改革の３つの視点 に、文中に記載した３つの視点が記載されている。
４ 公立病院ガイドライン 第１ 公立病院改革の必要性 ４ 公立病院改革ガイドライン策定の趣旨 の文頭に、注3

に引用した文章が記載されている。掲載ホームページアドレスは、注1の「公立病院改革ガイドライン」と同様で

ある。



さらに同ガイドラインは、「病院事業を設置

する地方公共団体は、平成20年度内に下記によ

り公立病院改革プラン（以下「改革プラン」と

いう。）を策定し、病院事業経営の改革に総合

的に取り組むものとする。」と続けている５。そ

して具体的な指標として、「財務内容の改善に

係る次の経営指標の中から、数値目標を設定す

る。この場合、経常収支比率、職員給与費対医

業収益比率及び病床利用率については必ず数値

目標を設定することとする。」としている６。す

なわち、営利主体としての企業と同様の収益性

や労働生産性、設備生産性に関する比率を、個

別の公立病院が策定する公立病院改革プランの

中に、必ず含めることを要求している。

上記の 公立病院改革ガイドライン を含め、

地方自治体の首長や議会が自治体病院に対する

税金の投入を減額する要求の実情に関して、筆

者は直接関係者から話を伺うことができた。す

なわち、2011年7月に開催された医療マネジメ

ント学会広島支部原価計算分科会のミーティン

グにおいて、広島県病院管理者であり県立広島

病院の事業管理者でもある大濱紘三氏から、上

記の事例に関する現状を直接伺っている。

大濱氏によれば、「現在自治体病院は、会計

上の損益を評価指標に用いた経営評価がなされ

ている。そして、損失が計上され税金の投入が

なされている自治体病院に対する、県知事や県

議会といった自治体病院の運営母体の首長や意

思決定機関からなされる、自治体病院に投入さ

れる税金等の減額の圧力、あるいは自治体病院

の規模や活動を縮小するように要求するといっ

た圧力は、非常に強いものとなっている」との

ことであった。

公立病院改善ガイドラインに示されているよ

うな、自治体病院の評価基準に企業と同様の期

間損益情報をそのまま用いることが適切である

か否かに関しては、十分な検討が必要であろう。

そして、自治体病院の経営評価指標として病院

の損益情報をそのまま用いることには大きな問

題があると、筆者は考えている。

本稿では、自治体病院の評価指標として適切

かつ有用と考えられる会計情報の作成のための

方法論を模索し、会計面からの方向性を提示す

る上で考慮しなければならない諸点を明らかに

することを、主たる目的としている。そこでま

ず、自治体病院の主たる目的と存在意義、そし

て自治体病院への圧力の要因と圧力の根拠を以

下に示すこととしたい。すなわち、自治体病院

に関する諸条件と状況を明らかにすることで、

現在用いられている評価指標が包含する問題点

の明確化を図るものとする。

２. 自治体病院の活動と存在意義

自治体病院とは、都道府県や市といった地方

自治体が運営母体となって設置される病院であ

る。そして、自治体病院に期待される役割とし

て、地域の医療体制の中核的な役割を果たすこ

と、私的病院が対応できない、あるいは対応し

ない傷病に対応できる診療科や人材、施設、機

械設備等を備えておくことなどが指摘できる。

また、先端医療の実行組織として、医療分野

全体の技術や治療方法等の向上を率先して行う

という側面も有している。さらに、災害時等に

は医療提供の拠点として機能するに足るだけの、

十分な耐久性や対応を可能とする建物や設備等

を有することも求められる。

上記の役割を果たしうる組織として設立され、

運営されている自治体病院は、自治体病院以外

の私的病院等でも行われている医療行為を提供

することが可能な人材、建物、機械設備等を保

有しているため、一般的な医療行為、すなわち
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５ 公立病院ガイドライン 第２ 地方公共団体における公立病院改革プランの策定 の文頭に、注4に引用した文章

が記載されている。掲載ホームページアドレスは、注1の「公立病院改革ガイドライン」と同様である。
６ 公立病院ガイドライン 第２ 地方公共団体における公立病院改革プランの策定 ２ 改革プランの内容 （２）

経営の効率化 ①経営指標に係る数値目標の設定 １）として、注4に引用した文章が記載されている。掲載ホーム

ページアドレスは、注1の「公立病院改革ガイドライン」と同様である。



収益医療も実施している。その結果、自治体病

院が私的病院等と同様の組織であると認識され

ることが多く、経営状況の評価指標にも私的病

院と同様の、会計上算定される期間損益の数値

が用いられている。

病院を一般的な企業として比較した場合に、

病院とは営利主体ではなく非営利主体であると

いう点が指摘できる。すなわち、病院という組

織の主たる目的は利益獲得ではなく、出資者に

対する利益配分でもない。しかし、非営利主体

であるからといって、利益を獲得してはならな

いというわけではない。非営利主体とは出資者

に代表される組織外部への利益分配を行っては

ならない組織であって、利益の内部留保を行う

ことはなんら問題がない。むしろ、病院は安定

的な組織運営を行うためにも、利益の内部留保

を積極的に行うべきである。

よって、病院の経営指標の一つに会計上算定

される損益情報を適用することは、不適切な対

応ではないことも事実である。特に私的病院で

あれば、病院の設立あるいは廃業を経営者が決

定することが可能であり、さらには診療科の選

択や増設、廃止の決定権を経営者が有するとい

う点からしても、損益情報を用いた組織の経営

評価を行うことにはなんら問題ないといえる。

しかし、自治体病院に自院の損益情報をその

まま経営評価の指標として用いることは、必ず

しも適切ではないと筆者は考えている。なぜな

らば、自治体病院の主たる目的は政策医療であ

り、政策医療が果たすべき重要な目的として、

健全な地域医療の維持・存続と医療水準の向上

が指摘できるからである。上述した総務省の示

す公立病院の目的でも明らかなように、採算性

にかかわらず、地域で必要とされる医療の提供

を行うことが、公立病院の目的である。より具

体的に言えば、採算性の低い診療科であっても

地域住民の求めに応じて設置と存続を求められ

るのが、公立病院であると言える。さらに先端

医療に関しても、期間損失を増大させることが

事前に明らかな医療行為であると予測できてい

たとしても、公立病院は地域や自国の医療水準

向上のために、先端医療を実施することとなる。

上記の諸点を踏まえ、病院が実施している医

療を大別する場合には、政策医療と収益医療と

いう二つの領域に分けることが可能である。前

者の政策医療は、国家や地域の医療水準の向上

を目的とした先端医療の実施や、他の病院では

対応できない高度な医療行為を実施する医療の

領域を意味する。また、他の病院では採算性の

面で対応できない診療科を設け、該当する患者

を受け入れるといった医療行為も、政策医療の

範疇に含まれる。

後者の収益医療は一般医療とも呼ばれており、

医業収益の獲得を前提とした医療行為の提供を

意味する。私的病院が行う医療行為は、基本的

に収益医療であると言える。自治体病院を含む

公立病院は、政策医療と収益医療の両方を実施

している病院であるが、前者の政策医療は収益

獲得を前提として実施されるものではない。そ

して、政策医療の主たる担い手は自治体病院を

含む公立病院であることを考えると、自治体病

院の主たる活動は政策医療であって、収益医療

は政策医療に必要とされる人材や建物、設備等

を転用しているに過ぎないという見方が可能で

ある。

自治体病院の主たる活動を政策医療と位置づ

けた場合、自治体病院の損益情報をそのまま経

営指標として用いることは不適切であることが

理解できる。すなわち、主たる活動の良否を評

価する指標を経営評価の中心とすべきであって、

損益情報を評価の中心的な指標とすべきでない

という考え方である。上記の諸点を踏まえ、自

治体病院の経営を評価する際に会計上の期間損

益情報をそのまま用いることが不適切である理

由に関して、具体的な内容を以下に指摘する。

３． 先端医療実施の費用と研究開発費

新規の治療法や技術、薬品や医療材料を用い

ることで、従来よりも適切な医療を実施するた

めの新たな技法や投薬等を試験的に実施すると

いう側面を、自治体病院を含む公立病院は有し
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ている。いわゆる先端医療の実施である。先端

医療に関しては、同様の医療行為を実施してい

る私的病院も存在しており、公立病院のみが実

施しているわけではないという指摘もあるだろ

う。しかし、先端医療の実施によって確立され

た適切な治療法等は他の病院に反映され、普及

していくという点に注意が必要である。

先端医療の成果は企業が新製品や新技術を開

発した場合と異なり、自院で開発した技術等を

独占することはできないという点を、情報利用

者は認識しておく必要がある。先端医療を通じ

て確立された新たな技術や治療法は公開され、

地域や国全体の医療水準向上に貢献することに

なる。すなわち、企業のように研究開発費を投

じて新規の技術や新製品を開発し、特許権等に

よって保護されている期間は独占的な利益を得

るという収益獲得の方法論は、病院では用いる

ことができないのである。

上述したように、病院では企業の研究開発に

相当する行為から生じた費用、すなわち先端医

療によって発生した費用を、一定期間独占的に

使用することを通じて回収することができない。

それどころか、公立病院が生み出した先端医療

の成果は、他のすべての病院が無料で利用する

ことが可能である。すなわち、先端医療を実施

している病院のみが研究開発費に相当する費用

を負担し、生み出された技術はすべての病院が

無料で使用可能であるということに他ならない。

地域や国家の医療水準の向上という視点から

すれば望ましい体制であるが、先端医療を実施

しない病院は先端医療を実施する際の費用負担

が存在しない。すなわち、先端医療を実施して

いない病院は、いわゆるフリーライドで先端医

療の成果を利用し、収益という成果を得ること

が可能である。それゆえに、収益性を病院の経

営評価の指標に用いる場合には、 先端医療に

代表される研究開発的な行為を行わず、他の病

院が開発した技術や手法を無料で使用して収益

の増大を図る という考え方が、病院の経営者

に生まれやすくなる。さらに、長期的な視点か

らすると、公立病院が存在しなかった場合には、

先端医療を行う病院の激減もしくは消滅という

状況が発生する可能性も、非常に高いと予想さ

れる。

上記の諸点から、先端医療関連の費用を負担

している公立病院の期間損益を私的病院の期間

損益と同様に扱い、経営評価の指標として用い

ることが不適切であることは明らかである。さ

らに、先端医療に要する費用を税金の投入によっ

て補填し、組織としての活動と存続を維持して

いる自治体病院を含む公立病院に対して、先端

医療の費用も含めて算定される期間損益情報を

もとに経営評価を行い、損益状況が悪化してい

るという事実を根拠として税金の投入額を減少

させるという対応が不適切であるということも、

理解できるであろう。

４. 収益性の低い診療科の設置と維持

私的病院では経営者が組織として病院を維持・

存続させるために、診療科の設定や診察・治療

の内容を選択することが可能である。視点を変

えれば、私的病院では収益性の低い診療科の存

在は病院の経営を圧迫するため、規模を縮小す

るか廃止するという対策をとることが可能であ

る。そして、企業経営の観点からすれば、収益

性の低い部門の縮小・廃止は当然の対策である。

しかし病院の場合、単純に収益性のみを判断

の指標に用いて、診療科の存続・拡大か縮小・

廃止を決定するという対応には問題がある。医

療行為を求める患者の側からすれば、収益性が

低いという理由で診療科が廃止された場合に、

診察を受けようにも該当する診療科を有する病

院が、通常の移動範囲内に存在しないという状

況が発生しうるからである。

上記の理由から、健全な地域社会の維持・存

続という観点からすると、診療科の設置と存続

は、収益性によって縮小や廃止を決定されるべ

きではない。しかし、特に私的病院は医業収益

に代表される収益の獲得によって費用を回収し、

利益を計上しなければ、組織として存続できな

くなる。
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私的病院が収益性を考慮せずに 地域住民に

とって必要な診療科 を設置し存続させること

は、健全な病院経営を継続するという点から困

難であると言わざるをえない。それゆえに収益

性にかかわりなく、地域が必要とする診療科を

設置し存続させている、自治体病院を含む公立

病院の存在は、地域社会にとって極めて重要な

ものとなる。

収益性の低い診療科を設置し存続させるとい

う、私的病院では実施が困難な活動を担う以上、

自治体病院には医業収益とは異なる収入によっ

て、活動と組織の維持・存続を成立させる必要

がある。具体的に言えば、税金が投入され、当

該診療科の設置と存続から生じる費用をまかなっ

てきた。視点を変えれば、税金という形で地域

住民の支出によって集められた資金が、私的病

院が地域住民に提供することが困難な医療を提

供するための費用をまかなうために投入されて

きた、ともいえる。

収益性の低い診療科を設置し存続させるとい

う自治体病院の活動は、前述した政策医療に該

当すると言える。すなわち、健全な地域社会の

維持と存続を目的として実施される医療は、収

益獲得を主目的とした医療ではないため、政策

医療として認識することが妥当である。そして、

収益性の低い診療科の設置と存続を政策医療と

位置づけることができるならば、当該診療科の

設置と存続に要する費用を税金の投入でまかな

うという対応に、何ら問題はないということに

なる。

しかし、公立病院の財務諸表は、政策医療と

収益医療を区分表示していない。政策医療と収

益医療の両医療から生じる収益と費用をまとめ

て表示し、損益を算定している。同じ医療行為

とはいえ、本来区分表示されてしかるべき内容

をまとめて表示していることが、現在の自治体

病院を含む公立病院の経営評価を大きく歪ませ

ている一因であると、筆者は考えている。

収益医療の部分のみで算定された損益情報を

用いるならば、私的病院と公立病院の業績評価

指標として損益情報を用いることに妥当性を見

出すことが可能である。しかし現実には、公立

病院では政策医療の部分から発生する、より多

くの費用を計上していることになる。収益面に

関しては、政策医療を通じて獲得される収益も

当然存在する。しかし、政策医療とは前述した

総務省の公立病院の目的にも記載されているよ

うに、採算性の低い医療である。よって、政策

医療に該当する診療科を設置している病院、あ

るいは先端医療を実施している病院は、政策医

療によって獲得される収益は費用を回収できる

額に達しない可能性が高い。すなわち、自治体

病院の損益計算書では、年次決算において損失

を計上してもおかしくないという状況が発生す

るのである。

上記の自治体病院の開示書式の問題点は、情

報利用者の適切な判断を損ないかねないもので

あると、筆者は考えている。よって、より適切

な開示書式と情報作成の手順等を構築すること

が必要となる。以下に、開示書式等に関する具

体的な提言を行う前に、期間損益情報を用いた

自治体病院の経営評価の実施が包含する上記以

外の諸問題を指摘することとする。

５. 建物・施設の減価償却費とその発生

要因

自治体病院の目的の一つとして、災害時等の

緊急事態における医療拠点、救急救命活動の拠

点として機能することが指摘できる。上記の目

的を達成するためには、災害時であっても活動

を停止することなく、医療行為の提供を継続す

ることが可能な体制を事前に整備しておく必要

がある。

たとえば地震発生時において、建物の倒壊等

によって活動を停止することなく、医療行為を

提供することが可能な体制や設備等が、自治体

病院には求められる。しかし、既に活動を開始

した後では対処することが難しいため、自治体

病院の場合は開設よりも前の段階で上記の諸点

を考慮し、対処しておく必要がある。

建物を例に説明すると、自治体病院は建物を
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建設する段階において、耐震構造と比較して建

設コストは高額となるが、より地震に強い免震

構造を備えた建物を建設するといった対応が求

められる。なお、事前の体制整備は、建物の建

設に限定されたことではない。自治体病院はそ

の他の病院と比較して、他の病院が災害等の発

生時に活動継続が困難な状況に陥っても活動を

継続することが可能な人材の配備、組織作りと

いった、全般的な体制作りが要求されている。

しかし、建物を例として自治体病院の災害拠

点としての役割を考えた場合、他の病院の建物

と比較して、より高い機能や品質を有すること

が必要となる。そして、高機能・高品質を追及

するということは、建物等の建設費の増大に直

結する。

建物の建設段階における建設費の支出額は、

活動開始後の病院の経営評価指標である損益に

直接反映されることはない。しかし、高額な固

定資産を自治体病院が保有するということは、

多額の減価償却費を計上するため、各会計年度

の利益を圧迫する要因となる。

責任会計的な視点からすれば、費用発生に関

与しない、あるいは費用発生に責任をもたない

経営者や部門管理者は、当該費用に対する責任

を有さないと考える。すなわち、損益情報を用

いて経営者や部門管理者の評価を行うならば、

特定の費用を発生させる際の意思決定を行って

いない、あるいは費用の発生に関与していない

病院の経営者や管理者は、当該費用を除いた損

益によって評価されるべきである。

そして、自治体病院の経営者に相当する管理

者らは、建物を建築するか否かという経営意思

決定に関与していない。また、建物にどれだけ

の機能や品質を要求するかという段階において

も、意思決定を行っていない。地方公営企業法

の全部適用を受けている自治体病院を例にとる

と、企業でいえば社長等の経営者に相当する自

治体病院の経営意思決定者は、県立病院であれ

ば県立病院事業管理者となる。そして、自治体

病院の事業管理者の評価指標に損益情報を用い

る場合には、建物の減価償却費は除くというこ

とが適切な対処ということになる。

上記の経営者の評価指標に損益情報を用いる

際には、発生に関与しない費用は除外して計算

することが望ましいという指摘は、建物の減価

償却費に限ったことではない。自治体病院の事

業管理者の評価を損益情報を用いて行う場合、

発生に関与していない費用、いわゆる管理不能

費全般を除外して算定された損益情報を用いて

行うべきであろう。

６. イコールフッティング論に基づく私

的病院からの圧力

６-１. 私的病院のイコールフッティング論に

関する主張

自治体病院に対する補助金等、税金の投入を

減額する外部要因として、私的病院からなされ

ているイコールフッティング論に基づく主張が

指摘できる。すべての私的病院が以下の主張を

行っているわけではないが、イコールフッティ

ング論を展開する私的病院の主張をまとめると、

以下のようになる。

「我々は自治体病院と同様に、患者に医療行

為を行っている。同じ医療という活動を行って

いる自治体病院に対しては税金による補助等の

形で資金が投入されているが、我々には税金に

よる補助等はない。同じ行為を行っている以上、

我々にも税金による補助等がなされるべきであ

る」

「我々は損益という経営評価指標において、

自治体病院よりも良好な結果を示している。経

営業績が良好であるということは、より良い医

療を実施していることの結果である。ならば、

我々にこそ、より多くの税金による補助等が与

えられるべきである」

前者は私的病院も自治体病院と同様に、患者

に対する医療行為の提供という同じ活動を行っ

ている以上、補助金等の面で同じ扱いを要求す
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るという、イコールフッティング論に基づく主

張である。

後者は経営効率の面で優れ、より優れた業績

をあげている組織にこそ、税金による資金が投

入されるべきであるという主張である。逆に、

損益情報において経営不振であることが示され

ている自治体病院は、経営努力等の面で問題が

あり、無駄の多い経営を行っているという見方

を示してもいる。そして、より適切な経営を行っ

ている病院にこそ税金が投入されるべきであり、

無駄の多い経営を行っている病院への補助を続

けるべきではないという主張であるともいえる。

上記の筆者の考えに対して、東海大学教養学部

の堀准教授は、「医療供給体制における自治体

病院のあり方」の中で、以下のような指摘を行っ

ている７。

「政策医療の実施は，運転資金および建設資

金に対する公的資金投入の根拠でもあり、税優

遇を正当化するものでもある。しかし、ミクロ

レベルでみると，全ての自治体病院が政策医療

に積極的な役割・機能を果たしているとはいえ

ない。自治体病院に期待される役割・機能は、

それぞれの設立の経緯や地域状況によって異な

り、全国自治体病院協議会が主張するように、

「一律に政策医療のみを行う等医療の範囲を限

定することは適当ではない」という意見は説得

力のあるものである。だが、不採算地区はとも

かく、都市部で複数類似機能をもつ医療機関が

ある場合に、一般医療のみを供給するというの

であれば，公的資金投入や税優遇を正当化する

根拠が失われ，イコールフィッティングが強く

求められることになるだろう。逆にいうと、イ

コールフィッティングが徹底されるのであれば、

一般医療のみを自治体病院が供給したとしても

問題はないと考える。」

上記の堀准教授の主張は、収益性という観点

から地方等の不採算地区で自治体病院が政策医

療を実施すること、さらには自治体病院に対す

る公的資金投入を肯定するという点で、筆者の

考えと一致する。その一方で、都市部、すなわ

ち採算性のある地区で複数の類似機能をもつ医

療機関が存在する場合に、同地区で自治体病院

が一般医療を実施することは、公的資金投入の

根拠を失うという指摘を行っている。そして、

上記の指摘を根拠として、私的病院とのイコー

ルフッティングが強く求められると主張してい

るが、後者に関しては筆者と異なる考え方を提

示している。

堀准教授が主張するように、不採算地区にお

ける自治体病院の役割を私的病院が担うことは、

きわめて困難である。その意味で、公的資金投

入を行うことに対して、投入の意思決定権者や

税を負担する国民等にとって納得が容易な論拠

でもある。しかし、都市部の自治体病院におい

て、不採算部門の活動が実施されていないのか

という点に関して、堀准教授は明確な論拠を述

べていない。

６-２. 都市部の公立病院における不採算部門

の存在

筆者は上記の諸点に関して、医療現場の関係

者に対して直接質問し、回答を得ることができ

た。その結果、医療連携の推進に代表される病

院の分業化の推進、さらには 収益性と診療科

に応じた棲み分けがなされていることが事実で

あるということが認識できた。収益性の低い診

療行為を行う診療科に関しては、採算性の高い

地区とされる都市部で活動している私的病院で

あっても有していない場合が多々見られる。そ

して、自治体病院が引き受けざるを得ない患者、

すなわち私的病院が有していない診療科での受

診を求める患者は、たとえ都市部であっても存

在する。

都市部の公立病院に対する堀准教授の指摘に
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関しては、収益性の低い診療科に関して都市部

の私的病院がいかなる対応を行っているか、自

治体病院を含む公立病院の採算性の低い診療科

の設置状況等を、十分に検証する必要があるだ

ろう。さらに、公立病院の主たる目的を十分に

理解した上で、それでもなお適切であると判断

できるならば、そこで初めてイコールフッティ

ング論を展開することが可能になると筆者は考

える。

６-３. 自治体病院の本来の目的と収益医療の

実施

都市部に代表される採算性の高い地区では、

自治体病院と私的病院のイコールフッティング

を徹底する という堀准教授の考え方が正しい

ものとして、適切な情報を用いて各病院の比較

を行うのであれば、都市部の自治体病院が実施

している政策医療の費用と収益を明確化し、区

分表示する必要がある。私的病院が実施しない

収益性の低い領域を区分し、私的病院の主たる

目的である収益医療と、自治体病院の収益医療

を比較してこそ、イコールフッティングが成立

するからである。

また、自治体病院の収益医療は、 政策医療

を実施するために必要な人材や設備等といった

経営資源を効率的に運用した結果、収益医療も

行っている という認識で自治体病院を評価す

ることによって、自治体病院と私的病院は本来

同じ指標で比較すべき存在ではないという認識

を持つことの方が、より適切であろうと筆者は

考える。

上記の内容から、私的病院と自治体病院をイ

コールフッティングで扱うべきではないポイン

トを抽出すると、以下のようになる。第一に、

自治体病院と私的病院の、組織としての主たる

目的の違いが指摘できる。筆者の考えでは、政

策医療を行うための体制や建物、施設を有して

いるがゆえに収益医療も実施可能、それゆえに

収益医療も実施しているが、主たる目的はあく

までも政策医療の実施である病院が、自治体病

院を含む公立病院である。一方、私的病院とは、

収益医療を主として実施する組織である

第二に、収益性の追求に関する姿勢の違いが

指摘できる。公立病院ではその本来的な目的か

ら、診療科や患者ごとの収益性を理由として、

診療科の廃止や患者受入の事実上の拒否を行う

ことはできない８。また、採算性の低い地域で

あっても、健全な地域の維持と存続のために、

開業と活動の継続を要求される組織である。一

方、私的病院は採算性の低い診療科を設置しな

いことが可能であり、採算性が低いと判断され

た診療科の縮小・廃止を行うことも可能である。

逆に、採算性の高い診療科の設置や規模の拡大

を行うことも可能である。いずれにせよ、診療

科の設置もしくは廃止に関する決定権は、私的

病院の場合には病院の経営者にある。

さらに私的病院では、収益性の低い患者を自

治体病院に紹介する等の形で、自院の収益性の

維持・向上を図ることが可能である。病院その

ものの開業・廃業という観点からしても、採算

性が低いと思われる地域で開業しない、採算性

の高い地域でのみ開業するという選択肢を採る

ことが可能である。

なお、公立病院と私的病院のいずれの病院で

あろうと、医師法第19条に記載されている応召

義務によって、医師は原則として患者の受入を

拒否できない。ただし、採算性の低い患者を、

紹介という形で自治体病院に転院させるという

対応は禁止されていないという点に、注意が必

要であろう。

私的病院が主張するイコールフッティング論

に基づいて、税金を財源とした補助金を私的病

院が受け取るべきであるという主張が適切であ
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８ 文中でも記載しているが、医師法第17条に記載された応召義務により、自治体病院、私的病院を問わず、医師は患

者の診察、治療の求めを断ることができない。なお、病院経営・会計の視点に基づく、応召義務の是非や病院の実

質的な対応に関する諸点に対する指摘等は、稿を改めて行う予定である。



るか否かについては、議論の余地がある。しか

し、上記の筆者の指摘からすれば、イコールフッ

ティング論を用いて私的病院を自治体病院と同

列に扱うことは誤りである。ただし、自治体病

院の主たる目的である政策医療という側面を無

視したならば、私的病院の主張するイコールフッ

ティング論は、筋の通った適切な主張であるか

と情報利用者が判断する可能性は高い。

自治体病院を含む公立病院に無駄が存在しな

いというわけでは、必ずしもない。しかし、政

策医療を実施していない私的病院が、政策医療

と収益医療の両方を行っている公立病院とイコー

ルフッティングにあると認識することは、明ら

かに不適切である。総額での損益情報に基づく

経営の良否に関する主張も、同様に不適切であ

る。

政策医療よって生じる費用を負担している自

治体病院が、政策医療を実施せず同領域の費用

を負担していない私的病院と期間損益で比較さ

れた場合、経営状況で劣っていると判断される

結果を示すのは、当然である。主たる目的が政

策医療の実施である自治体病院と、主たる目的

が収益医療の実施である私的病院を、同じ損益

という指標で比較すること自体に問題があると

筆者は考えている。

上記の諸点から、私的病院が主張するイコー

ルフッティング論は、イコールフッティングの

状態にない二つの組織を、主張者側に都合の良

い指標で比較し、自らの優位性を主張している

に過ぎない。しかし、情報利用者が十分に上記

の諸点を理解していない場合、私的病院の主張

は妥当なものであると判断されかねないという

こともまた、事実である。それゆえに、私的病

院のイコールフッティング論の主張に対する、

情報利用者の適切な判断を可能とする情報の作

成と開示は必須であり、会計の分野からの対応

も必要であろう。上記の諸点を踏まえ、以下に

情報利用者の側面を重視した、自治体病院の会

計情報のあり方に関する指摘を行うこととする。

７. 自治体病院の会計情報の利用者

自治体病院の存続を問う相手とは本来、自治

体に属する住民である。住民が納付した税金が

自治体病院に投入されることを拒否する住民は、

自治体病院が存続しなくてもよいという意思を

表明すればよい。その一方で、自治体病院が存

続することを望む住民は、税負担の増加があっ

たとしても、自治体病院の存続を望むという意

思を表明すればよい。そして、多数決の論理を

用いるならば、いずれの意思を表明する住民が

多いかを根拠として、自治体病院の存続や規模・

活動の縮小を、自治体の首長や議会が決定する

ことが望ましい形であろう。

住民の希望を実現することこそが、集められ

た税金の使用を決定する首長や議会の行うべき

ことである。しかし、現実には住民の意思を反

映していない恐れがある。実例として、千葉県

銚子市の銚子市立総合病院の診療休止を決定し

た同市市長が住民のリコール運動を誘発し、同

市長は住民投票の末失職したという事例が存在

する。銚子市の例は、現時点では希少例に過ぎ

ないとはいえ、自治体に属する住民が首長の意

思決定を覆した事例であることに変わりはない。

それゆえに、地方自治体の首長の意思決定が、

自治体に属する住民の意思を反映していない可

能性は否定できないといえる９。

また、前述したように、私的病院との損益情

国際経営論集 No.43 201260

９ 2007年7月、千葉県銚子市の岡野市長（当時）が銚子市立総合病院を、9月末日をもって病院休止とする市長案を提
出し、市議会での反対討論の末13票対12票という僅差で市長案が可決された。しかし、岡野市長は同病院の存続を
公約に掲げて市長選に臨み、野平前市長を破って当選したという経緯がある。また、野平前市長の行った大学誘致
等の財政支出に対する住民の批判も根強く、病院休止を主張し可決した市長への住民の反発がリコール運動へとつ
ながり、住民投票を経て岡野市長が失職したという一連の事件を指す。地方自治体の財政難を理由に自治体病院の
廃業を認めないという住民の意思が反映された結果と捉えることができるが、自治体病院の存続に必要な費用を、
以後住民がいかなる形で負担するかという点にまで議論が及んでいない。それゆえに、今後の自治体病院の在り方
を問う上での、過渡期における事例として筆者は認識している。



報比較という視点からは、私的病院では診療科

の設置、縮小、廃止を自由に行うことが可能で

あるという点で、自治体病院と同列に扱うこと

が適切とは言い難い。仮に私的病院のイコール

フッティング論が適切なものと認められ、私的

病院が税金による補助を受けることが可能となっ

たならば、少なくとも以下の諸点を私的病院は

許容する必要があると筆者は考える。すなわち、

収益性の低い診療科の設置と存続の義務付けと、

先端医療の実施と継続である。そして、当該診

療科の縮小や廃業、あるいは先端医療の実施を

中止した時点で、それまでに受けた補助金等を

返還するといった条件を付すなど、政策医療面

でのイコールフッティングを考慮した、適切な

対応がなされなければならないだろう。

病院における経営資源の有効活用と損益情報

が良好であるということを理由とした私的病院

の主張は、自治体病院が実施している採算性が

低い医療行為の実施と継続を同様に行うという

条件を満たした場合に成立する。先端医療の実

施に要する費用を負担し、その成果を無償で全

ての病院に開示するという点に関しても同様で

ある。それゆえに、採算性の追求という観点か

らすると、私的病院は補助金を受け取る権利を

イコールフッティング論を用いて主張した場合、

厳密なイコールフッティングを成立させたなら

ば、かえって自院の採算性を低下させる可能性

が高いのではないかと筆者は考えている。

８. 自治体病院の廃業から生じる機会損

失

公立病院の年次決算における損失計上を無駄

と捉え、社団法人化した元公立病院の中で経営

状況が良好な病院などにこそ、税金を投入すべ

きであるという考え方が存在する。元公立病院

が経営母体を民間組織に移管した場合なども同

様であり、経営効率の面からすれば適切な方法

と認識されかねない。

しかし、自治体病院を含む公立病院の果たす

べき政策医療の実施と、その外部性の高さとい

う観点からすると、明らかな経営怠慢といった

事実がない限り、自治体病院を存続させること

が、地域の住民の安全と安心を保全する上で最

も適切な対策であると筆者は考えている。また、

他の経営母体に経営を移管したことによって政

策医療部分のみが縮小された場合、公立病院が

本来果たすべき目的が損なわれるという結果を

招きかねない。自治体病院の廃業は、自治体の

短期的な直接支出を減少させるという点におい

てのみ、適切な対応と認識すべきである。

管理会計的な視点からすれば、自治体病院の

運営が軌道に乗るまでに投入された経営資源等

も、廃業と同時に失われると考える。それゆえ

に、公立病院の維持、存続に必要な支出の減少

額をはるかに上回る、既に投入された経営資源

が一朝にして失われるという側面を見逃しては

ならない。

また、一度活動を停止した病院を再度立ち上

げることによって生じる費用は、既に活動を継

続している病院に要する費用よりもはるかに高

額となる可能性が高い。仮に、建物や施設等は

既存のものを使用するとしても、人材の募集や

組織の構築といった病院の運営に必要とされる

諸側面に要する費用を再度投入しなければなら

ないためである。それゆえに、実質的な支出は

さらに大きなものとなる10。

上記のように、収支という側面のみを考慮し
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10 筆者は自治体病院の廃業に関して、現場の関係者から話を伺う機会があった。関係者の方いわく、「廃業の是非、

適切であるか否かの検証等も重要であるが、現場にとって最も恐れていることとは、一度自治体病院を廃業させた

自治体に対して、自治体病院で働く人材は強い不信感を持つ。結果的に、医師も職員も思うように集まらない。そ

れゆえに、再起動にはきわめて大きな困難が伴うであろう」とのことであった。自治体病院の廃業から発生する機

会損失は、建物や機材の調達、組織の構築や運営という側面だけでなく、新規の人材確保が非常に困難となること

を示唆する事例である。すなわち、自治体病院の廃業は新規の人材確保に要する費用や労力等という面においても、

さらに巨大な機会損失を生じさせるということが、現場の関係者との質疑応答から明らかになっている。



ても、自治体病院の廃業が実質的に自治体に与

える負の影響は大きい。現実には自治体の財政

難によって自治体病院への税金投入が困難となっ

た場合、支出を抑えるために自治体病院の規模

を縮小する、あるいは廃業させるといった対応

がなされる事例が見られる。しかし、自治体病

院を含む公立病院の本来の目的を考慮すれば、

公立病院で多額の費用が発生し、損失を計上し

たという事実は、本来公的資金投入額の削減や

廃業の理由足りえない。

上述した諸点から、地方財政の悪化を理由と

して、地域の安全と安心を保全してきた公立病

院の縮小や廃業を行うといった意思決定を、自

治体の首長や議会は行うべきではないと筆者は

考える。自治体の首長や議会等は、より長期的

な視点から、可能な限り自治体病院を存続させ

るための方策を模索し、実施するべきであろう。

そして、自治体病院としての存続が不可能と判

断された場合であっても、安易に自治体病院を

廃業させるのではなく、社団法人化を進めるか

民間に経営を移管するといった形で病院として

存続することを図るといった努力を、地方自治

体の首長や議会は怠るべきではないと筆者は考

える。

９. 自治体病院の経営評価指標と会計情

報

繰り返しとなるが、自治体病院の本来の目的

とは政策医療の実施と存続であるとした場合、

自治体病院の経営評価を総額での期間損益で行

うことには問題がある。よって、自治体病院の

適切な経営評価を行うためには、政策医療と収

益医療の各領域から発生する収益と費用を、そ

れぞれ適切な記載場所に区分表示することが必

要である。すなわち、セグメント会計の考え方

に基づく開示書式を用いて自治体病院の損益計

算書を作成し、情報利用者に提供することが、

今後の自治体病院の適切な経営には必要である

と筆者は考えている。

具体的には、自治体病院の経営評価を企業と

同様の視点から損益情報を用いて評価する場合

には、政策医療に相当する部分から生じる収益

と費用の情報を収益医療と区分し、収益医療の

損益のみを用いることで、適切な自治体病院の

経営評価が可能になるということである。よっ

て、自治体病院の財務諸表作成は、自治体病院

の政策医療の損益情報と収益医療の損益情報を

別建てで作成し、区分表示する書式を用いる必

要がある。

ただし、政策医療と収益医療の定義の明確化、

各領域から発生する収益と費用の区分基準と測

定方法の確立といった、実現に要する諸要件を

いかにして満たすか等を考慮した場合、解決し

なければならない諸点が存在することも事実で

ある。また、自治体病院の経営に無駄はなかっ

たのかという点に関しても、何らかの測定方法

を設定し実施することが必要となる。上記の諸

点に関しては今後の課題とし、実務家の考えや

現場での実態の調査等を進めながら、何らかの

実務において有用性を持ちうる方法論と開示書

式を提示することとしたい。

まとめ

本稿で述べたように、自治体病院の縮小・廃

止や独立行政法人化に関する圧力が、様々な側

面から自治体病院に課せられている。自治体病

院を含む公立病院、私的病院を問わず、企業経

営的な視点を取り入れた、収益性を中心とした

経営評価は、健全な病院経営という視点から十

分に考慮されてしかるべきである。

しかし、自治体病院の本来の目的と、自治体

病院でしかできない医療の実施という側面から

自治体病院の適切な経営評価を行うためには、

年次損益の総額を評価指標として用いることは、

適切ではない。少なくとも政策医療と収益医療

の区分情報を開示することが可能な、セグメン

ト会計の技法や開示書式等を用いた、より適切

な評価指標足りうる情報の作成と開示が必要で

あるという指摘をもって、本稿のまとめとさせ

ていただく。
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なお、セグメント会計を用いた開示書式や具

体的な技法、対応等に関しては、現場の担当者

等からも意見を取り入れながら、構築を進めて

いる。よって、技法や開示書式の構築等に関し

ては、稿を改めて発表させていただくこととす

る。
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